
京都市大学のまち交流センター条例の一部を改正する条例（平成３１年３月２８日京都市

条例第   号）（総合企画局総合政策室） 

  消費税法及び地方税法の一部改正により，消費税及び地方消費税の税率が引き上げら

れることに伴い，京都市大学のまち交流センターの使用料の適正化を図る必要があるた

め，条例を改正することとしました。 

  この条例は，平成３１年１０月１日から施行することとしました。 

６４



 京都市大学のまち交流センター条例の一部を改正する条例を公布する。 

  平成３１年３月２８日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市条例第   号 

   京都市大学のまち交流センター条例の一部を改正する条例 

 京都市大学のまち交流センター条例の一部を次のように改正する。 
          「 

円 

３，６００ 

円 

１０，０８０ 

５，３４０ １４，９１０ 

２，４６０ ６，８９０ 

３，６５０ １０，１８０ 

１，４９０ ４，１１０ 

２，２６０ ６，２７０ 

５６０ １，５４０ 

８２０ ２，２６０ 

３，８５０ １０，８００ 

 ５，１４０ １４，４００  

６，７３０ １８，８２０ 

２，２６０ ６，２７０ 

２，９８０ ８，３３０ 

３，９６０ １１，０００ 

４，４７０ １２，４４０ 

５，９６０ １６，６６０ 

７，８６０ ２２，０１０ 

１，１８０ ３，２９０ 

１，５９０ ４，４２０ 

２，１００ ５，８６０ 

を 別表備考以外の部分中 

６４



  

２，５５０，８５０ 

９２０ ２，５７０ 

１，３８０ ３，８００ 

２，２３２，０００ 

８２０ ２，２６０ 

１，２３０ ３，３９０ 

１，９１３，１４０ 

７２０ １，９５０ 

１，０８０ ２，９８０ 

３００ 

                           」 

「 
円 

３，６６０ 

円 

１０，２６０ 

５，４４０ １５，１９０ 

２，５１０ ７，０１０ 

３，７１０ １０，３７０ 

１，５１０ ４，１９０ 

２，３００ ６，３９０ 

５７０ １，５７０ 

８３０ ２，３００ 

３，９２０ １１，０００ 

５，２３０ １４，６６０  

６，８６０ １９，１７０ 

２，３００ ６，３９０ 

３，０３０ ８，４８０ 

４，０３０ １１，２００ 

４，５５０ １２，６７０ 

に改める。 



  

６，０７０ １６，９７０ 

８，０１０ ２２，４１０ 

１，２００ ３，３５０ 

１，６２０ ４，５００ 

２，１４０ ５，９７０ 

２，５９８，０９０ 

９４０ ２，６１０ 

１，４１０ ３，８７０ 

２，２７３，３３０ 

８３０ ２，３００ 

１，２５０ ３，４５０ 

１，９４８，５７０ 

７３０ １，９９０ 

１，１００ ３，０３０ 

３１０ 

                」 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成３１年１０月１日から施行する。ただし，次項の規定は，公布の日

から施行する。 

（準備行為） 

２ この条例による改正後の京都市大学のまち交流センター条例（以下「改正後の条例」

という。）の規定による使用料の徴収その他これを徴収するために必要な準備行為は，

この条例の施行前においても行うことができる。 

（適用区分） 

３ 改正後の条例の規定は，この条例の施行の日以後の使用に係る使用料について適用し，

同日前の使用に係る使用料については，なお従前の例による。 

（経過措置） 



４ 前項の規定にかかわらず，平成３１年度分の改正後の条例第８条第３項に規定する年

間使用料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に掲げる額とする。 

 ⑴ 平成３１年度を通じて使用する場合 次の表の左欄に掲げる講習室の区分に応じ，

同表の右欄に掲げる額 

第 １ 講 習 室 
円 

２，５７４，４６２  

第２講習室，第３講習室及び第４講習室 ２，２５２，６６４  

第５講習室，第６講習室，第７講習室及

び第８講習室 
１，９３０，８４８  

 ⑵ 講習室の使用期間の初日又は末日が平成３１年度の中途である場合 次の表の左欄

に掲げる場合の区分に応じ，同表の右欄に掲げる額（当該額に１円未満の端数がある

ときは，これを切り捨てた額） 

使用期間の初日が平成

３１年４月２日から同

年９月３０日までのい

ずれかの日である場合 

使用期間の初日の属する月から平成３１年９月までの

この条例による改正前の京都市大学のまち交流センタ

ー条例（以下「改正前の条例」という。）別表に掲げ

る額の月割りによって計算して得た額と同年１０月か

ら平成３２年３月までの改正後の条例別表に掲げる額

の月割りによって計算して得た額との合計額 

使用期間の初日が平成

３１年１０月１日から

平成３２年３月３１日

までのいずれかの日で

ある場合 

使用期間の初日の属する月から平成３２年３月までの

改正後の条例別表に掲げる額の月割りによって計算し

て得た額 

使用期間の末日が平成

３１年４月１日から同

年９月３０日までのい

ずれかの日である場合 

平成３１年４月から使用期間の末日の属する月までの

改正前の条例別表に掲げる額の月割りによって計算し

て得た額 

  



使用期間の末日が平成

３１年１０月１日から

平成３２年３月３０日

までのいずれかの日で

ある場合 

平成３１年４月から同年９月までの改正前の条例別表

に掲げる額の月割りによって計算して得た額と平成３

１年１０月から使用期間の末日の属する月までの改正

後の条例別表に掲げる額の月割りによって計算して得

た額との合計額 

（総合企画局総合政策室） 

 


